
(1) － 1   中 間 貸 借 対 照 表(1) － 1   中 間 貸 借 対 照 表(1) － 1   中 間 貸 借 対 照 表(1) － 1   中 間 貸 借 対 照 表

期　　　別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

　区　　　分 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比

% % % 

  Ⅰ　流　動　資　産

 1 21,188        29,815        29,938        

 2  *9 5,266         531           1,266         

 3  *2 19,808        16,180        16,897        

 4 23,112        25,840        19,124        

 5  *6 －            8,914         8,222         

 6  *8 6,312         4,805         1,364         

291   △       616   △       364   △       

75,396        72.4      85,471        76.3      76,450        72.7      

  Ⅱ　固　定　資　産

 1  *1,2 3,196         3,212         3,238         

 2 1,927         2,084         2,156         

 3

 (1) 投 資 有 価 証 券  *8,10 10,304        8,732         8,807         

 (2) 長 期 未 収 入 金  *8 5,541         5,803         6,218         

 (3) 長 期 滞 留 債 権 等  *7 14,395        8,632         12,038        

 (4) そ の 他 3,743         3,665         3,251         

貸 倒 引 当 金 10,436   △    5,522   △     7,067   △     

投 資 等 合 計 23,548        21,311        23,247        

28,671        27.6      26,608        23.7      28,641        27.3      

104,068       100.0     112,080       100.0     105,092       100.0     

未 成 工 事 支 出 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 等

ジョイントベンチャー
持 分 資 産

（　資　　産　　の　　部　）

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

流 動 資 産 合 計

（単位：百万円）

  （平成13年9月30日）    （平成14年9月30日）    （平成14年3月31日）  
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期　　　別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

　区　　　分 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 金     額 構 成 比

% % % 

  Ⅰ　流　動　負　債
 1 8,478         5,448         3,656         
 2 20,617        19,737        22,897        
 3  *2,3 19,018        11,991        16,413        

 4 25,017        37,282        29,281        

 5 －            6,331         4,805         
 6 1,750         911           785           
 7 751           729           722           
 8  *11 －            800           －            
 9 5,660         3,095         4,198         

81,295        78.1      86,328        77.0      82,761        78.8      

  Ⅱ　固　定　負　債
 1  *2 10,822        10,348        10,461        
 2 1,341         1,760         1,182         
 3 21            106           63            
 4 67            64            72            

12,252        11.8      12,278        11.0      11,779        11.2      

93,548        89.9      98,607        88.0      94,540        90.0      

（　資　　本　　の　　部　）

  Ⅰ　資　　本　　金 12,027        10.7      

  Ⅱ　資 本 剰 余 金

5,818         

5,818         5.2       

  Ⅲ　利 益 剰 余 金

4,351         

4,351   △     3.9   △   

21   △        0.0   △   

13,473        12.0      

  Ⅰ　資　　本　　金 12,027        11.5      12,027        11.4      

  Ⅱ　資 本 準 備 金 5,818         5.6       5,818         5.5       

  Ⅲ　欠    損    金

7,326         7,289         

7,326         7.0   △   7,289         6.9   △   

－            －        5   △         0.0   △   

10,520        10.1      10,551        10.0      

104,068       100.0     112,080       100.0     105,092       100.0     

（単位：百万円）

負 債 資 本 合 計

役員退職慰労引当金
そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

中間(当期)未処理損失

欠 損 金 合 計

偶 発 損 失 引 当 金

資 本 合 計

そ の 他

流 動 負 債 合 計

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金

  Ⅳ　自　己　株　式

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

中 間 未 処 理 損 失

利 益 剰 余 金 合 計

未 成 工 事 受 入 金

賞 与 引 当 金
完成工事補償引当金
預 り 金

支 払 手 形

（　負   債　　の　　部　）

工 事 未 払 金
短 期 借 入 金

  Ⅳ　自　己　株　式

資 本 合 計

  （平成13年9月30日）    （平成14年9月30日）    （平成14年3月31日）  
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(1) － 2   中 間 損 益 計 算 書(1) － 2   中 間 損 益 計 算 書(1) － 2   中 間 損 益 計 算 書(1) － 2   中 間 損 益 計 算 書

期　　　　別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の
要約損益計算書

自　平成13年4月 1日 自　平成14年4月 1日 自　平成13年4月 1日
至　平成13年9月30日 至　平成14年9月30日 至　平成14年3月31日

区　　　　分 金      額 百 分 比 金      額 百 分 比 金      額 百 分 比

% % % 

  Ⅰ  *1,2 51,828       100.0     50,013       100.0     105,609      100.0     

  Ⅱ 50,972       98.3      46,448       92.9      105,238      99.6      

856          1.7       3,565        7.1       370          0.4       

  Ⅲ 3,507        6.8       3,276        6.5       7,028        6.7       

－           －        288          0.6       －           －        

2,650        5.1   △   －           －        6,658        6.3   △   

  Ⅳ  *3 462          0.9       2,266        4.5       3,016        2.8       

  Ⅴ  *4 696          1.4       703          1.4       888          0.8       

－           －        1,850        3.7       －           －        

2,884        5.6   △   －           －        4,529        4.3   △   

  Ⅵ  *5 3,551        6.8       2,010        4.0       7,810        7.4       

  Ⅶ  *6 485          0.9       893          1.8       2,157        2.0       

181          0.3       2,967        5.9       1,123        1.1       

 *7 164          347          1,069        

－           317   △      －           

164          0.3       29           0.0       1,069        1.0       

17           0.0       2,937        5.9       53           0.1       

7,343        7,289        7,343        

7,326        4,351        7,289        

（単位：百万円）

営 業 損 失

営 業 外 収 益

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価

販売費及び一般管理費

完 成 工 事 総 利 益

営 業 利 益

外 国 税 金 還 付 額

特 別 損 失

中間 (当期 )未処理損失

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 損 失

営 業 外 費 用

経 常 損 失

法人税、住民税及び事業税

税引前中間（当期）純利益

特 別 利 益

経 常 利 益
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

        期   別

 １.資産の評価基準及 (1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券
び評価方法 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法 同　　　左 同　　　左
その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券
  時価のないもの   時価のないもの   時価のないもの
    移動平均法による原価法 同　　　左 同　　　左

(2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ
　 時価法 同　　　左 同　　　左

(3)たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産
未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金
　個別法による原価法 同　　　左 同　　　左

 ２.固定資産の減価償 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産
却の方法 建物については定額法、建物以 同　　　左 同　　　左

外の有形固定資産については定
率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。
　建物
　　38 ～ 64 年
　機械装置および車両運搬具
　　 4 ～ 13 年
　工具器具備品
　　 2 ～ 15 年

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産
定額法を採用しております。 同　　　左 同　　　左
なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における見込
利用可能期間(最長５年)に基づ
く定額法を採用しております。

 ３.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備える 同　　　左 同　　　左
ため、一般債権については貸倒
実績率によっており、貸倒懸念
債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しておりま
す。

(2)完成工事補償引当金 (2)完成工事補償引当金 (2)完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保等の費 同　　　左 同　　　左
用に備えるため、過去の経験割
合に基づく一定の算定基準によ
り計上しております。

前事業年度

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日   項   目

前中間会計期間 当中間会計期間

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日
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        期   別

(3)賞与引当金 (3)賞与引当金 (3)賞与引当金
従業員に支給すべき賞与の支払 同　　　左 従業員に支給すべき賞与の支払
に備えるため、当中間会計期間 に備えるため、当期に対応する
に対応する支給見込額を計上し 支給見込額を計上しておりま
ております。 す。

(4)偶発損失引当金
将来発生する可能性のある偶発
損失に備え、偶発事象毎に個別
のリスク等を勘案し、合理的に
算出した当社負担損失見込額を
計上しております。

(4)退職給付引当金 (5)退職給付引当金 (4)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた 従業員の退職給付に備えるた 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職 め、当事業年度末における退職 め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額 給付債務及び年金資産の見込額 給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間末に に基づき、当中間会計期間末に に基づき計上しております。
おいて発生していると認められ おいて発生していると認められ なお、会計基準変更時差異
る額を計上しております。 る額を計上しております。 (11,721百万円)は､15年による
なお、会計基準変更時差異 なお、会計基準変更時差異 均等額を営業費用処理しており
(11,721百万円)は､15年による (11,721百万円)は､15年による ます。
均等額を営業費用処理してお 均等額を営業費用処理してお 数理計算上の差異は、その発生
り、中間会計期間においては、 り、中間会計期間においては、 時の従業員の平均残存勤務期間
年間費用処理額の２分の１を営 年間費用処理額の２分の１を営 以内の一定の年数（13年）によ
業費用処理しております。 業費用処理しております。 る定額法により翌事業年度から
数理計算上の差異は、その発生 数理計算上の差異は、その発生 営業費用処理しております。
時の従業員の平均残存勤務期間 時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（13年）によ 以内の一定の年数（12年）によ
る定額法により翌事業年度から る定額法により翌事業年度から
営業費用処理することとし、中 営業費用処理することとし、中
間会計期間においては、年間費 間会計期間においては、年間費
用処理額の２分の１を営業費用 用処理額の２分の１を営業費用
処理しております。 処理しております。

(追加情報)
退職給付引当金に係る数理計算
上の差異については、従業員の
平均残存勤務年数が13年を下回
ったことに伴い、定額法により
営業費用処理する一定の年数
を、前期までの13年から当中間
期より12年に変更致しました。
これによる営業利益、経常利益
及び税引前中間純利益に与える
影響は軽微であります。

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日   項   目
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        期   別

(5)役員退職慰労引当金 (6)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金
役員（執行役員を含む）の退職 同　　　左 役員（執行役員を含む）の退職
により支給する退職慰労金に充 により支給する退職慰労金に充
てるため、内規に基づく中間期 てるため、内規に基づく期末要
末要支給額を計上しておりま 支給額を計上しております。
す。

 ４.完成工事高の計上 原則として、工事完成基準によ 同　　　左 同　　　左
基準 っております。但し、契約額

50億円以上且つ、工期18ヶ月以
上の工事については、工事進行
基準を採用しております。

 ５.外貨建の資産及び 外貨建金銭債権債務は、中間決 同　　　左 外貨建金銭債権債務は、決算日
負債の本邦通貨へ 算日の直物為替相場により円貨 の直物為替相場により円貨に換
の換算基準 に換算し、換算差額は損益とし 算し、換算差額は損益として処

て処理しております。 理しております。

 ６.リース取引の処理 リース物件の所有権が借主に移 同　　　左 同　　　左
方法 転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ております。

 ７.ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっておりま 同　　　左 同　　　左
す。なお、振当処理の要件を
満たしている場合は振当処理を
採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
  ヘッジ手段   ヘッジ手段   ヘッジ手段
    為替予約、為替オプション 同　　　左 同　　　左
  ヘッジ対象   ヘッジ対象   ヘッジ対象
    外貨建債権債務及び外貨建 同　　　左 同　　　左
    予定取引

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針
財務・経営管理本部の管理のも 同　　　左 同　　　左
とに、将来の為替変動リスク回
避のためにヘッジを行っており
ます。

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日   項   目

当中間会計期間

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

前中間会計期間 前事業年度
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        期   別

④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性評価は、原則とし 同　　　左 同　　　左
て中間決算時及び決算時にヘッ
ジ対象とヘッジ手段双方の相場
変動の累計額を基礎に行ってお
ります。
但し、ヘッジ手段とヘッジ対象
の資産・負債または予定取引に
関する重要な条件が同一である
場合には、ヘッジ有効性評価を
省略しております。

⑤ その他 ⑤ その他 ⑤ その他
当中間会計期間末の為替オプシ 同　　　左 当事業年度末の為替オプション
ョンの残高はありません。 の残高はありません。

 ８.その他中間財務諸 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理
表作成のための基 消費税及び地方消費税の会計処 消費税及び地方消費税の会計処 消費税及び地方消費税の会計処
本となる重要な事 理は、税抜方式によっておりま 理は、税抜方式によっておりま 理は、税抜方式によっておりま
項 す。なお、仮払消費税等と仮受 す。なお、仮払消費税等と仮受 す。

消費税等の中間期末残高の相殺 消費税等の中間期末残高の相殺
後の金額は流動負債の「その 後の金額は流動資産の「その
他」に含めて表示しておりま 他」に含めて表示しておりま
す。 す。

   項   目

前事業年度

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

前中間会計期間

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

当中間会計期間

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日
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会計処理の変更

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

従来、不動産事業目的の賃貸による

収入及び費用をそれぞれ完成工事高

及び完成工事原価として計上してお

りましたが、不動産事業撤退に伴い

当中間会計期間よりそれぞれ営業外

損益として計上することに変更致し

ました。

この結果、従来の方法によった場合

と比較し、完成工事総利益及び営業

利益が41百万円それぞれ少なく計上

されております。経常利益及び税引

前中間純利益への影響はありません。

表示方法の変更

前中間会計期間 当中間会計期間

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

（中間貸借対照表関係）

「ジョイントベンチャー持分資産」は、前中間会計期間ま

で､流動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが､

当中間会計期間末において資産の総額の100分の5を超えた

ため区分掲記しております。

おいて負債及び資本の合計額の100分の5を超えたため区分

なお、前中間会計期間末の「預り金」の金額は 1,931百

万円であります。

なお、前中間会計期間末の「ジョイントベンチャー持分資

産」の金額は 4,468百万円であります。

「預り金」は、前中間会計期間まで、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末に

掲記しております。
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追加情報

　前中間会計期間　　 当中間会計期間 前事業年度

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

(金融商品会計) (自己株式及び法定準備金取崩額等会計) (自己株式)

当中間会計期間から「その他有価証券 当中間期から「自己株式及び法定準備 前期において資産の部に計上していた

のうち時価のあるもの」の評価方法に 金の取崩等に関する会計基準」（企業 「自己株式」（流動資産 10百万円）

ついて、金融商品に係る会計基準 会計基準第１号)を適用しております｡ は、財務諸表等規則の改正により当期

（「金融商品に係る会計基準の設定に これによる当中間期の損益に与える影 末においては資本の控除項目として資

関する意見書」（企業会計審議会  平 響は軽微であります。 本の部の末尾に表示しております。

成11年1月22日））が適用されたが、 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

当中間会計期間末においては、該当す り、当中間期における中間貸借対照表 (金融商品会計)

る「その他有価証券のうち時価のある の資本の部については、改正後の中間 当期から「その他有価証券のうち時価

もの」がなかったため、適用に伴う損 財務諸表等規則により作成しておりま のあるもの」の評価方法について、金

益への影響はありません。 す。 融商品に係る会計基準（「金融商品に

これに伴い、前中間期において資産の 係る会計基準の設定に関する意見書」

部に計上していた「自己株式」（流動 （企業会計審議会  平成11年1月22日

資産 154千円）は、当中間期末におい ））が適用されたが、当期末において

ては資本に対する控除項目として資本 は、該当する「その他有価証券のうち

の部の末尾に表示しております。 時価のあるもの」がなかったため、適

用に伴う損益への影響はありません。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成13年9月30日） （平成14年9月30日） （平成14年3月31日）

*1. *1. *1.

*2. *2. *2.

供しております。 供しております。 供しております。

(単位：百万円) (単位：百万円) (単位：百万円)

資     産 資     産

*3. このうち一部については、借入先の *3. 　　　　　同　　　　左 *3. 　　　　　同　　　　左

要請により、借入先における貸付債

権の譲渡を承諾しております。

 4. 会社が債務保証しているものは、次  4. 会社が債務保証しているものは、次  4. 会社が債務保証しているものは、次

のとおりであります。 のとおりであります。 のとおりであります。

 (ｲ)従業員の住宅融資  (ｲ)従業員の住宅融資  (ｲ)従業員の住宅融資

百万円 百万円 百万円

 (ﾛ)関係会社の工事履行保証等  (ﾛ)関係会社の工事履行保証等  (ﾛ)関係会社の工事履行保証等

  ① 千代田ﾍﾟﾄﾛｽﾀｰ・ﾘﾐﾃｯﾄﾞ   ① 千代田ﾍﾟﾄﾛｽﾀｰ・ﾘﾐﾃｯﾄﾞ   ① 千代田ﾍﾟﾄﾛｽﾀｰ・ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

百万円 百万円 百万円

  （ＳＲ　 ）   （ＵＳ＄ ）   （ＵＳ＄ ）

  （ＳＲ　 ）

小　　計

  ② 千代田ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ   ② ｼｰ・ﾃｨｰ・ｴﾑ・ｲｰFZCO   ② ｱｰﾙ・ﾋﾟｰ・ｼｰ・ｵｰ・ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｾﾞｽ

百万円 百万円 百万円

  （Ｓ＄ ）   （ＥＵＲ ）   （ＵＳ＄ ）

  ③ その他 2社

百万円

  （Ｓ＄ ）

  ③ ｱﾛｰﾍｯﾄﾞ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)   ③ ｼｰ・ﾃｨｰ・ｴﾑ・ｲｰFZCO

百万円 小　　計 百万円

  （ＥＵＲ ）

  ④ その他 2社

百万円

  （Ｓ＄ ）

小　　計

合　　計 合　　計 合　　計

314,500

35

下記の資産は、長期借入金（１年以

5,397百万円であります。

下記の資産は、長期借入金（１年以

内返済予定を含む）825百万円、及 内返済予定を含む）712百万円、及

5,401百万円であります。5,518百万円であります。

下記の資産は、長期借入金（１年以

資     産

有 形 固 定 資 産

2,235

有 形 固 定 資 産

計

完成工事未収入金

3,121

金  額

35

492

1,729

51 1,897,606

285,675

完成工事未収入金

2,002

2,495

有 形 固 定 資 産

計

393

2,365

12,240,00025,382,967

計

1,432

完成工事未収入金

1,971

55

196

2261,946,500

35

3,546 3,310

10,476,556

9

228

有形固定資産の減価償却累計額は

び短期借入金 830百万円の担保に

1,396

22

1,587

1,630

758,500

6,526,814

有形固定資産の減価償却累計額は

207 3,111

295

内返済予定を含む）574百万円、及

金  額

294

有形固定資産の減価償却累計額は

び短期借入金 830百万円の担保に

金  額

1,940

2,346,088 161

び短期借入金 830百万円の担保に
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成13年9月30日） （平成14年9月30日） （平成14年3月31日）

 (ﾊ)関係会社等の借入金  (ﾊ)関係会社等の借入金  (ﾊ)関係会社等の借入金

  ① ＫＡＦＣＯ社   ① ＫＡＦＣＯ社   ① ＫＡＦＣＯ社

百万円 百万円 百万円

  （ＵＳ＄ ）   （ＵＳ＄ ）    （ＵＳ＄ ）

  ② 千代田計装(株)   ② 千代田計装(株)   ② 千代田計装(株)

百万円 百万円 百万円

  ③ ｱﾛｰﾍｯﾄﾞ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)   ③ ｱﾛｰﾍｯﾄﾞ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)   ③ ｱﾛｰﾍｯﾄﾞ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)

百万円 百万円 百万円

合　　計 合　　計 合　　計

百万円 百万円 百万円

総 合 計 総 合 計 総 合 計

 ＳＲ    サウジリアル  ＵＳ＄   米ドル  ＵＳ＄   米ドル

 Ｓ＄    シンガポールドル  ＳＲ    サウジリアル  ＥＵＲ   ユーロ

 ＵＳ＄   米ドル  ＥＵＲ   ユーロ  Ｓ＄    シンガポールドル

 Ｓ＄    シンガポールドル

 5.  5.  5.

であります。

*6. *6. 請負工事に係るジョイントベンチャ *6. 　　　　　同　　　　左

ー契約の決算書における貸借対照表

項目のうち、当社の持分相当額を表

示しております｡

*7. ナイジェリア石油公社に対する工事 *7. ナイジェリア石油公社に対する工事 *7. ナイジェリア石油公社に対する工事

ます。 ます。 ます。

当該債権は、ナイジェリア国事情に 当該債権は、ナイジェリア国事情に 当該債権は、ナイジェリア国事情に

より、合意した決済条件に従った支 より、合意した決済条件に従った支 より、合意した決済条件に従った支

払いが長期に亘りなされておりませ 払いが長期に亘りなされておりませ 払いが長期に亘りなされておりませ

んでしたが、平成12年２月に先方と

債権金額の再確認を実施し、先方か 債権金額の再確認を実施し、当中間

らの入金は不定期に行われておりま 会計期間においても 4,047百万円の

す。なお、今後の回収予定は未定で 入金がなされております。なお、残 なされております。なお、今後の回

あります。 額の回収予定は未定であります。 収予定は未定であります。

11,000,000

870

債権8,153百万円が含まれており

50

7,284

2,3852,190

債権金額の再確認を実施し、前事業

年度において 7,336百万円の入金が

10,394,29511,000,000

4,257

1,313

870

2,233

1,465

870

1,274

50 45

債権8,117百万円が含まれており 債権3,992百万円が含まれており

7,168

受取手形の裏書譲渡高は、88百万円

んでしたが、平成12年２月に先方と んでしたが、平成12年２月に先方と

44



前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成13年9月30日） （平成14年9月30日） （平成14年3月31日）

*8. バングラデシュ国ＫＡＦＣＯ社、 *8. バングラデシュ国ＫＡＦＣＯ社、 *8. バングラデシュ国ＫＡＦＣＯ社、

ＫＡＦＣＯインターナショナル社及 ＫＡＦＣＯインターナショナル社及 ＫＡＦＣＯインターナショナル社及

び日本側出資会社であるカフコジャ び日本側出資会社であるカフコジャ び日本側出資会社であるカフコジャ

パン投資株式会社に対する債権等は パン投資株式会社に対する債権等は パン投資株式会社に対する債権等は

以下のとおりであります。これらの 以下のとおりであります。これらの 以下のとおりであります。これらの

債権についてはバングラデシュ国政 債権についてはバングラデシュ国政 債権についてはバングラデシュ国政

て、ファイナンスリストラの基本合 て、ファイナンスリストラの基本合 て、ファイナンスリストラの基本合

ナンスリストラの契約が成立し、再 ナンスリストラの契約が成立し、再 ナンスリストラの契約が成立し、再

建計画に基づく返済が開始されてお 建計画に基づく返済が開始され、当 建計画に基づく返済が開始されてお

ります。 中間会計期間末まで順調に入金がな ります。

されております。

百万円 百万円 百万円

流動資産｢その他｣ 流動資産｢その他｣ 流動資産｢その他｣

投資有価証券 投資有価証券 投資有価証券

長期未収入金 長期未収入金 長期未収入金

　　　　計 　　　　計 　　　　計

*9. 中間期末日満期手形の会計処理につ *9. *9. 期末日満期手形の会計処理について

いては、手形交換日をもって決済処 は、手形交換日をもって決済処理し

理しております。 ております。

なお、当中間会計期間の末日は金融 なお、当事業年度の末日は金融機関

機関の休日であったため、次の中間 の休日であったため、次の期末日満

期末日満期手形が中間会計期間末残 期手形が期末残高に含まれておりま

高に含まれております。 す。

百万円 百万円

受取手形 受取手形

*10. *10. *10.平成14年４月１日設立の千代田アド

バンスト・ソリューションズ株式会

社に対する新株式払込金 200百万円

が含まれております。

*11. *11.ジョイントベンチャー工事の遂行に *11.

当たり、契約上の持分を超えて負担

する可能性のある損失見込額を計上

しております｡

意がなされ、同年7月に当該ファイ

府の承認のもと平成13年３月に同社

と同社の株主及び銀行団の間におい

意がなされ、同年7月に当該ファイ

5,803

7,201

と同社の株主及び銀行団の間におい

1,346

50

6,928 7,615

49

1,346

11356

5,541

と同社の株主及び銀行団の間におい

意がなされ、同年7月に当該ファイ

40

1,346

6,218

府の承認のもと平成13年３月に同社府の承認のもと平成13年３月に同社
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

*1.工事進行基準による完成工事高 *1.工事進行基準による完成工事高 *1.工事進行基準による完成工事高

百万円 百万円 百万円

*2.完成工事高のうち、不動産販売高 *2. *2.完成工事高のうち、不動産販売高

百万円 百万円

49 82

*3.営業外収益のうち、主要なもの *3.営業外収益のうち、主要なもの *3.営業外収益のうち、主要なもの

百万円 百万円 百万円

受取利息 206 受取配当金 1,904 受取配当金 1,002

投資有価証券売却益 66 受取利息 136 為替差益 848

受取配当金 33 受取利息 556

投資有価証券売却益 441

*4.営業外費用のうち、主要なもの *4.営業外費用のうち、主要なもの *4.営業外費用のうち、主要なもの

百万円 百万円 百万円

支払利息 400 為替差損 361 支払利息 810

為替差損 209 支払利息 268

*5.特別利益のうち、主要なもの *5.特別利益のうち、主要なもの *5.特別利益のうち、主要なもの

百万円 百万円 百万円

子会社株式売却益 1,479 貸倒引当金戻入額 1,452 債務免除益 2,871 (注1)

技術資産譲渡益 800 子会社株式売却益 1,479

383 (注1) 857 (注2)

子会社清算益 346 貸倒引当金戻入額 816

317 (注2) 技術資産譲渡益 800

219 383 (注3)

子会社清算益 378

(注1) (注1)取引先金融機関等に債務免除の要請

期間に係る役員退職慰労金の支給を を行い、平成14年３月期に債務免除

辞退することを当中間会計期間にお の通知を受けた金額であります。

いて申し合わせたため、前事業年度

末までに計上された役員退職慰労引

当金全額を取崩したものであります｡

(注2)前事業年度末に未払計上した特別退 (注2)平成12年11月策定の「新再建計画」

職金の今後の支給額の見直しを実施 に基づき前事業年度末に未払計上を

し、支給可能性がなくなったと判断 行った特別退職金の支給見込額につ

される金額を取崩したものでありま いて、今後の支給額の見直しを実施

す。 し、支給可能性がなくなったと判断

される金額を取崩したものでありま

す。

(注3)

期間に係る役員退職慰労金の支給を

辞退することを当事業年度において

申し合わせたため、前事業年度末ま

でに計上された役員退職慰労引当金

全額を取崩したものであります。

役員退職慰労引当金戻入額

当社の役員は、平成13年6月までの

20,266

投資損失引当金戻入額

当社の役員は、平成13年6月までの

26,948

役員退職慰労引当金戻入額

特別退職金未払取崩額

12,929

特別退職金未払取崩額
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

*6.特別損失のうち、主要なもの *6.特別損失のうち、主要なもの *6.特別損失のうち、主要なもの

百万円 百万円 百万円

貸倒引当金繰入額 169 偶発損失引当金繰入額 800 子会社株式評価損 1,678

固定資産除却損 118 投資有価証券評価損 332

投資有価証券評価損 116

ゴルフ会員権評価損 66

*7.法人税、住民税及び事業税は住民税 *7. 　　　　同　　　左 *7. 　　　　同　　　左

均等割及び外国税金であります。

 8.減価償却実施額  8.減価償却実施額  8.減価償却実施額

百万円 百万円 百万円

有形固定資産 117 有形固定資産 125 有形固定資産 247

無形固定資産 263 無形固定資産 320 無形固定資産 574
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（リース取引関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自平成13年4月 1日
至平成13年9月30日

自平成14年4月 1日
至平成14年9月30日

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

リース物件の所有権が借主に移転する リース物件の所有権が借主に移転する リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス と認められるもの以外のファイナンス と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引 ・リース取引 ・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減 ①リース物件の取得価額相当額、減 ①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末 価償却累計額相当額及び中間期末 価償却累計額相当額及び期末残高

残高相当額 残高相当額 相当額

(単位：百万円) (単位：百万円) (単位：百万円)

331 168 163 439 153 285 444 155 289

41 25 15 59 26 33 63 35 28

　 373 194 179 　 498 179 318 　 508 191 317

(注) 取得価額相当額は、未経過リー (注)        同　　　　　左 (注) 取得価額相当額は、未経過リー

     ス料中間期末残高が有形固定資      ス料期末残高が有形固定資産の

 　　産の中間期末残高等に占める割  　　期末残高等に占める割合が低い

     合が低いため、支払利子込み法      ため、支払利子込み法により算

     により算定しております。      定しております。

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円 百万円

１　年　内 82 １　年　内 129 １　年　内 118

１　年　超 96 １　年　超 189 １　年　超 199

合　　　計 179 合　　　計 318 合　　　計 317

(注) 未経過リース料中間期末残高相 (注)        同　　　　　左 (注) 未経過リース料期末残高相当額

     当額は、未経過リース料中間期      は、未経過リース料期末残高が

 　　末残高が有形固定資産の中間期  　　有形固定資産の期末残高等に占

     末残高等に占める割合が低いた      める割合が低いため、支払利子

     め、支払利子込み法により算定      込み法により算定しております。

     しております。
     

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額

百万円 百万円 百万円

支払リース料 50 支払リース料 74 支払リース料 105

減価償却費相当額 50 減価償却費相当額 74 減価償却費相当額 105

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存 同　　　　　左 同　　　　　左

価額を零とする定額法によってお

ります。

（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

工具器具
 ･ 備 品

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残　　高
相 当 額

工具器具
 ･ 備 品

そ の 他

取得価額
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残　　高
相 当 額

合    計

工具器具
 ･ 備 品

合    計 合    計

そ の 他そ の 他
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(2) － 1   設 備 別 完 成 工 事 高(2) － 1   設 備 別 完 成 工 事 高(2) － 1   設 備 別 完 成 工 事 高(2) － 1   設 備 別 完 成 工 事 高

（単位:百万円）

期　　　別　　 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成13年4月 1日 自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

  設 備 別 科 目 金  額 金  額 金  額

% % %

2,745 5.3 11,073 22.1 8,327 8,693 8.2

3,401 6.5 4,162 8.3 761 11,189 10.6

16,107 31.1 6,160 12.3 △ 9,947 23,988 22.7

11,456 22.1 22,690 45.4 11,234 29,893 28.3

10,142 19.6 175 0.4 △ 9,967 12,230 11.6

2,640 5.1 1,502 3.0 △ 1,138 9,187 8.7

5,335 10.3 4,250 8.5 △ 1,085 10,425 9.9

51,828 100.0 50,013 100.0 △ 1,814 105,609 100.0

40,509 78.2 14,062 28.1 △ 26,447 70,591 66.8

11,319 21.8 35,951 71.9 24,632 35,017 33.2

ガス及び動力関係

金   額

増　　減

構成比構成比 構成比

国            内

海            外

社 会 開 発 関 係

一般産業機械関係

そ の 他

合            計

石 油 関 係

石 油 化 学 関 係

一 般 化 学 関 係
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(2) － 2   設 備 別 受 注 高 及 び 受 注 残 高(2) － 2   設 備 別 受 注 高 及 び 受 注 残 高(2) － 2   設 備 別 受 注 高 及 び 受 注 残 高(2) － 2   設 備 別 受 注 高 及 び 受 注 残 高

（単位:百万円）

   期 別  

自 平成13年4月 1日 自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日
至 平成13年9月30日 至 平成14年9月30日 至 平成14年3月31日

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

 設 備 別 科 目 金  額 構成比 構成比 金  額 構成比 構成比 構成比 構成比

% % % % % %

5,510 6.9 34,758 19.0 4,719 5.8 33,133 13.2 18,099 9.9 42,439 18.4

( 7,419 ) ( △ 2,952 ) ( 8,460 )

11,698 14.5 29,185 15.9 17,533 21.7 55,706 22.2 33,959 18.5 44,181 19.2

( △ 146 ) ( △ 1,845 ) ( 377 )

12,589 15.6 22,955 12.5 25,978 32.1 35,451 14.1 13,405 7.3 15,870 6.9

( △ 44 ) ( △ 238 ) ( △ 63 )

43,239 53.7 64,060 35.0 28,789 35.5 43.0 103,935 56.7 46.3

( △ 322 ) ( △ 5,014 ) ( △ 50 )

3,244 4.0 3,881 2.1 557 0.7 3,759 1.5 4,843 2.6 3,417 1.5

( 1,805 ) ( △ 40 ) ( 1,829 )

1,311 1.6 8,050 4.4 1,988 2.5 4,529 1.8 3,953 2.2 4,050 1.8

( △ 6 ) ( △ 7 ) ( △ 101 )

2,986 3.7 20,370 11.1 1,413 1.7 10,517 4.2 5,219 2.8 13,515 5.9

( △ 756 ) ( △ 161 ) ( △ 4,755 )

80,579 100.0 100.0 80,980 100.0 100.0 183,416 100.0 100.0

( 7,949 ) ( △10,260 ) ( 5,695 )

24,683 30.6 45.2 28,719 35.5 40.0 61,970 33.8 37.3

( 909 ) ( △ 252 ) ( △ 3,214 )

55,896 69.4 54.8 52,260 64.5 60.0 121,445 66.2 62.7

( 7,039 ) ( △10,007 ) ( 8,909 )

 受注残高の(    )内の数字は､前期以前に受注した工事の契約変更等による減額分並びに受注高の調整による増額分及び外貨建契約に
 関する為替換算修正に伴う増減額の合計を表示しております｡

144,163150,465

100,30682,821

(注)

金  額 金  額

前中間会計期間 当中間会計期間

石 油 関 係

石 油 化 学 関 係

一 般 化 学 関 係

ガス及び動力関係

100,441
海          外

社 会 開 発 関 係

一般産業機械関係

そ の 他

合          計

前事業年度

金  額金  額

国          内

183,262 250,772 230,065

107,675 106,590

85,902
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